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I.「施設設備実態調査」調査概要

1.調査の目的
社会的養護関係施設について、児童福祉施設最低基準 (昭和 23年 12月 29日 厚令 63)の規定

される設備基準の実態及び小規模グループケア、地域小規模児童養護施設の設備状況等を把握す

ることを目的として実施した。また、その実態を平成 18年 6月 に制定された住生活基本法に基づ

く住生活基本計画に定められる最低居住面積水準や誘導居住面積水準と照らし合わせ、児童の養

育に適した施設の住環境整備について指針を得ることを目的とした。

2.調査対象
調査は、以下の5種類の施設を対象とし、全施設数 1,043施設 (現時′点で把握している施設数)

に対して悉皆調査を実施した。

○ 児童養護施設 (H19年度 559施設)
○ 孝L児院 (H19年度 121施設)
○ 情緒障害児短期治療施設 (H19年度 31施設)
○ 児童自立支援施設 (H19年度 58施設)
○ 母子生活支援施設 (H19年度 274施設)     合計 1,043施設

3.調 査内容 口調査項 目
調査票は、施設の種類毎に 5種類とし、施設における設備の状況について、近年実施した工事

の状況、建物構造と耐震性の状況、各設備の室数・箇所数と床面積および必要度、各居室の面積

や定員数、児童の部屋割り方法などについて、情報を収集した。以下に主な調査項目を示す。

① 施設の概況

= 設置主体および運営主体

当該施設の設置主体および運営主体について、都道府県/市区町村/社会福祉法人/
財団法人/その他法人、別の区分

= 指定管理者制度 (児童自立支援施設除く)

指定管理者制度の導入有無と導入済みの場合の指定期間および指定前の受託状況

= 施設設
立年および施設認可年

当該施設の設立年および認可年

= 認可定員数および暫定定員数

当該施設の認定定員数および平成 20年度の暫定定員数



② 設備の状況

=  ケ
ア形態

当該施設のケア形態および小規模グループケアなどの状況

= 近年実
施した工事の状況

当該施設において、国庫補助を受けて平成 18年 4月 から現在までの間で工事が完了し

たもの (創設工事/改築・増改築工事/アスベス ト除去修繕/その他)     
‐

=  防
火設備の状況 (乳児院のみ)

当該施設における防火設備 (スプリンクラー設備/自 動火災報知設備/消防機関へ通

報する火災報知設備)の設置状況             ´

¨  建物構造と耐震性の状況

当該施設における主な建物の構造と建築年度、耐震`性の基準、耐震改修年度

= 設備
の状況

当該施設における各設備の室数・箇所数および床面積、設備の必要度、共有有無

= 居
室の状況

当該施設における各居室の室数および床面積、居室定員数、在籍児童数、年齢別在籍

児童数の内訳 (母子生活支援施設の場合は母親も含めた定員数)

= 児
童の部屋害1り 方法 (乳児院、母子生活支援施設除く)

当該施設において、年齢、性別、 1室当り人数における部屋害Jり方法の考え方

4.調査方法
調査票を用いた調査対象施設に対する往復郵送方式による悉皆調査 (全数調査)と した。調査

票の記入は施設の事務担当職員に依頼するものとしたが、調査項目の内容に応じて、適宜、施設

長や副施設長に情報提供を求めて、調査項目の記入を行うこととした。



5.調査票の回収状況
各調査票の回収状況は、以下のとおりであった。

児童養護施設 乳児院
情緒障害児短期
治療施設

児童自立支援施設 母子生活支援施設

齢
緞
数

施
数
総
設 割合 齢緞
政

総施
設数
割合
一齢
緞
檄

施
数
総
設 割合 酪搬
類

施
数
総
設 割合 酢緞
政

施
数
総
設 害J合

北海道 100% 1 50% 1 1 100% 3 100% 100%

青森県 100% 00% / / / 1 1 100% 100%

岩手県 100% 00% 1 1 100% 1 1 100% 100%

官城県 5 100% 00% 1 0% 1 1 100% 100%

秋田県 100% 1 1 00% / / / 1 1 100% 100%

山形県 5 100% 1 1 00% / / / 1 1 100% 1 1 100%

福島県 8 100% 1 1 00% / / / 1 1 100% 100%

茨城県 81% 00% 1 1 100% 1 1 100% 5 100%

栃木県 90% 00% / / / 100% 100%

詳馬県 83% 00% l l 100% 1 1 100% 100%

埼玉県 81% 00% / / / 100% 100%

千葉県 74% 00% / / / 1 1 100% 5 5 100%

東京都 77% 00% / / / 100% 81%

神奈川県 88% 7 00% 1 1 100% 100% 75%

新潟県 100% 1 1 00% / / / 1 1 100% 5 00%

富山県 3 3 100% 1 1 00% / / / l 1 100% 3 00%

石川県 100% 00% / / / l l 100% 2 2 00%

福井県 4 5 80% l 2 50% / / / 1 1 100% 1 1 00%

山梨県 2 4 50% 1 1 00% / / / 1 1 100% 1 1 00%

長野県 16 88% 4 00% 0 1 0% 1 l 100% 5 5 00%

岐阜県 10 100% 2 00% 1 1 100% l 1 100% 5 5 00%

静岡県 92% 4 4 00% 1 1 100% 1 1 100% 3 3 00%

愛知県 97% 7 7 00% 1 33% 100% 00%

二重県 100% 2 00% / / / 1 1 100% 5 5 00%

滋賀県 4 4 100% 1 1 00% 1 1 100% 1 1 100% 2 2 00%

京都府 9 69% 4 4 00% 1 2 50% 1 1 100% 5 5 00%

大阪府 92% 7 86% 2 5 40% 3 100% 9 90%

兵庫県 93% 7 7 00% 0 1 0% 100% 92%

奈良県 5 6 83% 2 2 00% / / / 100% 1 2 50%

和歌山県 7 100% 1 1 00% / / / 100% 5 5 100%

鳥取県 100% 2 2 00% 1 1 100% 100% 5 5 100%

島根県 3 3 100% 1 1 00% / / / 100% 2 2 100%

岡山県 92% 1 1 00% 1 1 100% 100% 0 2 0%

広島県 100% 2 2 00% 0 1 0% 100% 100%

山口県 90% 1 1 00% 0 l 0% 100% 2 3 67%

徳島県 100% 1 1 00% / / / 100% 2 3 67%

香川県 100% 1 1 00% 1 1 100% 100% 2 100%

愛媛県 100% 2 2 00% / / / 100% 5 83%

高知県 8 100% 1 l 00% 1 1 100% 100% 100%

福岡県 55% 5 83% 1 1 100% 100% 93%

佐賀県 67% 1 1 100% / / / 100% 3 67%

長崎県 100% l 1 100% 1 1 100% 100% 100%

熊本県 67% 3 3 100% 1 0% 100% l 50%

大分県 9 100% 1 l 100% / / / 100% 100%

宮崎県 9 89% 1 1 100% / / / 100% 100%

鹿児島県 85% 3 100% 1 1 100% 100% 50%

沖縄県
‐

7 88% 1 1 100% / / / 100% 100%

合計 494 560 88% 97% 61% 58 100% 241 266 91%



Ⅱ.児童養護施設調査結果 (平成 20年 12月 1日現在 )

1.施設の概要について

①設置主体別口運営主体別施設数

設置主体別・運営主体別施設数

設置主体 運営主体

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

1.都道‐府県
公
υ

０
乙

う
０

０
４ 0.4

2.市町村
■
′
●
乙

Ｅ
０

■
０

И
■

０
０

●
乙

3.社会福祉法人 442
Ｅ
υ

ｎ
ｖ
０
０ 464 ｎ

υ
う
０
ｎ
υ

4.財団法人 4 0.8
“
， 0.8

5,その他
う
０ 0.6

′
呻 0.8

無回答 2 0.4
‘
Ｕ

Ｏ
ι

総数 494 100.0 494 100.0

②指定管理者制度

指定管理者制度導入施設数

指定管理者制度導入済み施設の指定期間

施設数 平均 (年 ) 標準偏差

指定期間 24 4.1
●
ι

※指定管理者制度導入済み施設のうち、指定期間に1施設が無回答であつた。

指定管理者制度導入済み施設の指定前の受託状況

施設数 構成比 (%)

1.受託 していた
７
′ 73.9

2.受託していなかつた
０
乙

総数
う
乙 100.0

施設数
全施設数に

対する割合
(ll)

1.導入済み
０
乙

2.導入予定
Ｏ
ι 0.4

※指定管理者制度導入済み施設のうち、受託状況に2施設が無回答であつた。



③施設認可定員、暫定定員

施設の認可定員数および暫定定員数

④設立年別 口認可年別施設数

設立年別・認可年別施設数

施設数
平均定員数
(人 )
標準偏差

認可定員 492 59.7 25.1

平成20年度の暫定定員
７
′ 51,7 30.3

※認可定員および暫定定員とも無回答施設を除いた集計。

施設設立年 施設認可年

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

～1945年
０
こ 25=7

０
４

●
ι

1946～ 1950年
ｒ
υ 27.3 176 35.6

1951～ 1955年
０
０ 17.4

０
乙 24.9

1956～ 1960年
■
′
う
０

Ｅ
υ

”
十 8.9

1961～ 1965年 22 4.5
う
０

う
０

公
Ｕ

1966～ 1970年 6 1.2
う
０ 2.6

1971ん 1975年
０
０

Ｅ
０ 3.0

1976～ 1980年
０
０

う
０ 3.8

1981～ 1985年 10 2.0 10 2.0

1986～ 1990年 0 0.0 0 0.0

1991～ 1995年 0 0.0 0 0.0

1996γ 2000年 . 0.6 3 0.6

2001～2005年
ｎ
υ

０
０

う
０

ｎ
υ

０
０

う
０

20064再γ 10 2.0 212

無回答 12 2.4
ｎ
υ

Ｏ
Ｏ

う
０

合計 494 100.0 494 100.0



2.設備状況

①間1ケア形態別の施設数および延ベユニット数等

ケア形態別の施設数および延ベユニット数等 (間 1)

※本国は「大舎、中舎、小合、および小規模グループケア」部分とし、分園は「地域小規模児童養
護施設およびその他グループホーム (自治体単独事業)」 部分とした。

②問 2国庫補助を受けて工事を行つた施設数

国庫補助を受けて工事を行つた施設数 (平成18年 4月 以降)(問 2)

ケア形態 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

延ベユニット数
又は延べ箇所数

施設当り平均ユニッ
ト数又は箇所数

本

国

大舎 68.4

中舎 18.4

小舎
●
ι

小規模グルァプケア
０
４ 55.7 455

分

園

地域小規模児童養護施設
●
ι 31.6 1.24

分園型自活訓練養護施設
●
４ 1.00

その他グル‐プホーム 33 6.7 2.03

工事の内容

本国 分園

施設数
全施設数に
対する割合
:(%)

施設数
全施設数に

対する割合
(%)

創設工事 12 2.4 4 0.8

改築・増改築工事
う
０

ｎ
ｖ 1 0.2

アスベス ト除去修繕
う
０ 0.6 0 0.0

その他
ｒ
０ 30 う

０ 0.6

※平成18年 4月 から現在 (平成20年 12月 )までの間で工事が完了したもの。



③問3建物構造と耐震性の状況

建物構造と耐震性の状況 (問 3)

く本国〉

建物構造
1新耐震
基準 静嶼

3耐震補
強済み

4.耐震補
強工事を
予定

5.補強等
の予定繍
し

6.耐震診
断未実施

無回答 総数
5+6
補強等未表
施
施数割合

`■

ヽ

1鉄筋コンクリート造 315 9 823

≧鉄骨造 7 31.9 3

l鉄骨鉄筋コンクリート造 0 3 43 2 0

l.コ ンクリー トプロック造 7 0 2 88.8 1

5木造 2 43 8 0

〕ブ レハ ブ又 は プ レハ

様 の建物
1 0 3 63 2 1

7.その他 0 0 5 55 6 0

無回答 0 0 1 1

総数 1 507

く分国〉

建物構造
1 新耐震
基準 ・十分な耐・耐震補翻

補
を
震
事
定

耐

工
予

４
．強

5.補強等
の予定無
し

6.耐震診
断未実施

(再掲)補強等未実施数

無回答 総 数
5+6
補強等未雲
綺 時師①1.鉄筋コンクリート造 6 0 0 1 1

2鉄骨造 2 0 0 0 1

3:鉄骨鉄筋コンクリー ト造 1 0 0 0 3 0 4

:コ ンクリートプロック造 0 0 0 2 2 100.0 0 2

5.木造 5 1 1

3.ブ レハ ブ又は プ レハ フ
機 の建物

0 1 0 0 1 1 : 3

7.その他 0 0 1 0 0 5 5 0

無回答 1 0 0 0 0 4

総数 6 l 2

「分園」部分の建物等の所有状況 (問 3)

建物等数 構成比 (%)

1.賃貸施設 153 61.0

2.貴法人による新たな整備
(所有施設)

う
０
■
■ 17.1

3.既存住宅等の買取
(所右怖譜  ヽ, 30 12.0

無回答
Ｅ
υ
●
４ 10.0

総数 251 100,0



④間 4.1施設の敷地面積等の規模<「本園」部分>
「本国」部分における敷地面積等の状況 (間 4.1)

「本国」部分における敷地面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

^´ 2000nド
ｎ
ｖ 20.0

2001-4000nド 146 ｎ
ｖ
う
乙

4001～ 6000ぼ 83 16.8

6001´■8000nド 45 9.1

80014し 10000日r 23 4.7

looolん 12000ポ 15 3.0

12001嗣ド～ 62 12.6

無回答 21 4.3

合計
■
■ 100.0

「本国」部分における建築面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (り

-1000nド 218 44.1

1001-2000ロド
ハ
ソ 34.2

2001-3000n百 44
ｎ
υ

０
０

3001-4000n〆
０
４ 2.4

4001rパ ニし 1 0.2

無回答 50 10.1

合計 494 100.0

施設数
平均
(ぽ )

標準偏差

敷地面積 473
ａ
υ

う
０

■
′ 13,686

建築面積
“
■
月
十
″
■ 1,190 746

延べ床面積
Ｅ
υ
“
■ 3,266

敷地内め屋外遊技場
０
４

′
υ 2,677

※無回答施設を除いた集計.



「本国」部分における延べ床面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

～1000耐 19.4

1001-2000nド
０
０
う
０
●
ι 48.2

2001～3000ポ 16.0

3001-4000nド 26
う
０

Ｅ
υ

4001メリ5000n″
０
０ 1.6

5001ポん
０
０

無回答
０
０

７
′

合計 494 100.0

「本国」部分における敷地内屋外遊技場の面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

～500耐 80 16.2

501=●1000nド 12.3

1001-1500nド 41 8.3

1501-2000nκ  l 33 6.7

2001-2500nド 2.2

2501-3000hパ 14 2.8

3001ポ～
，
′

無回答 218 44.1

合計 494 100.0



⑤間 4.2最低基準に定められる設備<「本国」部分>

「本園」部分に|おける最低基準に定められる設備の床面積の状況 (問 4.2

最低基準に定められる設備 施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(r)

標準偏差

1.児童用居室 472 9,894
ｒ
ａ

‘
υ 10.2

2.浴室
′
彎 1,655 10.4 14.2

3.便所
ａ
υ
“
十 3,722 7.0

●
Ｕ

4.調理室
ｎ
Ｖ
Ｅ
υ
“
， 840 30.5 3418

5.静養室
公
υ
う
０
“
■

公
Ｕ

，
′ 12.4

6.医務室
う
０
う
０
う
０

ｎ
Ｖ
■
■ 12.5

７
′

■
′

(再掲)静養室+医務室 494 960 13.3
●
乙

※「医務室」は定員児童数30人以上の施設の場合のみ。

「本国」部分における最低基準に定められる共有設備を有する施設数 (間 4.2)

最低基準に定められる設備 施設数
全施設数
に対する

割合 (%)

1.児童用居室 29

2.浴室 44 8.9

3.便所
“
■ 9.3

4.調理室 54 10.9

5`静養室 50 10.1

6.医務室 44
Ａ
υ

０
０

(再掲)静養室+医務室
α
υ 12.3

「本国」部分における最低基準に定められる設備の必要度の状況 (間 4.2)

最低基準に定められる設備 1.必要

2.どちらか
といえば必
要

3どちらで
もない

4どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

1.児童用居室 451 0 0 0 458

2.浴室 450 6 l 0 0
，
′
Ｅ
υ
■
，

3.便所 450 6 1 0 0 Ｅ
υ
■
，

4.調理室 440 9
●
０ l 0 う

０
Ｅ
υ
■
■

a静養室 363 43 10
●
４ 425

6.医務室 250
ｒ
υ
力
叶 9

ｎ
υ 8 321

(再掲)静養室+医務室
企
υ
公
Ｕ
２ う

４
●
ι 2

Ｅ
υ 1 296
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⑥間 4.3その他設備<「本国」部分>

「本国」部分におけるその他の設備の床面積の状況 (間 4.3)

その他の設備 施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(r)

標準偏差

1.食堂 440 912 72.2 44.5

2.リ ビングルーム И
■
０
乙 956 29.4 16.3

3.シ ョニ トステイ室 194 20.5 19.9

4:心理療法室
Ｅ
υ

う
０ 445 23.8 25.8

5.病児病後児保育室
ｎ
υ

０
０
●
４ 14.5 ０

０
０
０

6.親子生活訓練室
０
４

Ｅ
υ
“
■ 32.1 17.4

7.乳幼児室 120
ｎ
υ 37.3 24:8

8.洗濯室 372 ｎ
υ
う
０ 15.4 16.1

9.乾燥室 114 152 14.4 10.5

10.プ レイルァム 225 Ａ
υ 60.9 58.5

11.サ ンルーム
Ｏ
ι

Ｅ
υ
晨
υ 27.4 39.5

■
■



「本国」部分におけるその他の設備 (自由記述分)の床面積の状況 (間 4.3)

その他の設備
(自由記述分)

施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(耐 )

標準偏差

事務室
う
乙
“
■
う
０ 1,746 25.8 28.6

宿直室
公
υ
０
０

Ｅ
υ
ハ
υ
う
０ 12.4

ハ
Ｖ

Ｅ
υ

倉庫
ａ
υ

Ｅ
Ｕ
ｎ
Ｖ 17.4 29.1

学習室
ａ
υ 304 40.8 44.2

相談室 150
７
′
ハ
υ
Ｏ
ι 15.6 18.5

集会室 130 201 96.4 88.9

施設長室
●
乙
●
ι

〓
υ
Ｏ
乙 19.2 14.4

会議室
Ｏ
ι 140 36.8 27.2

応接室
ｎ
υ 110 20.3 14.4

洗面所 84 う
０
０
０
●
乙 7.4

●
乙

う
０

その他 (通路t廊下、階段 等) ０
０ 614 47.4

０
０
Ｅ
υ

設備 (機械室、ポイラー室 等) ａ
υ

，
′

Ｅ
υ 18.5 20.2

図書室
ａ
υ

７
′
α
Ｕ 37.7 24.2

調理室
４
０ 104 15.4 21.7

食品庫
Ｅ
υ

●
Ｕ ‖.0

Ｅ
υ

７
′

体育館
う
０

７
′
う
０ 299.9 118.3

自活訓練室 24 ，
′
′
十 22.3 20.1

書庫 24
７
′
●
ι 13.3 11.2

作業室 20 15.6

実習生室
Ｅ
０ 20 16.8 8.4

被服室
Ｏ
ι

´
υ 20.9 11.1

総数 2,340 6.271 32.0 59.1

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した6
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「本国」部分におけるその他の設備の必要度の状況 (間4.3)

その他の設備 1:必要

2:どちらか
といえば必
要 ‐
3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

1.食堂 393 2 1 1 440

2.リ ビングルーム 212
０
乙

う
ι 0 0

ｎ
υ
Л
牛
う
乙

3.シ ョー トステイ室 83 ●
乙
ｎ
乙 3 1 1

ａ
υ

4.心理療法室 270 ０
４ 0 1 315

5.病児病後児保育室 15 3 0 0 0
ｎ
υ

6.親子生活訓練室 80 ７
′
う
ι 4 1 0 122

7.乳幼児室 104
う
０ 1 0 1 120

8.洗濯室 319 Ｅ
υ 2 1 1 372

9.乾燥室
０
０ 0 0 114

10.プレイルーム 179 26
う
ι 0 1 225

11.サンルーム
０
乙 5 2 0 0 22
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「本国」部分におけるその他の設備 (自 由記述分)の必要度の状況 (間 4.3)

その他の設備
(自由記述分)

1.必要

2.ど ちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

事務室
０
０
７
′

Ｅ
υ

ｎ
υ

り
乙

●
乙 810

宿直室
Ｅ
υ
”
′ 10 1 0 1

Ｅ
υ
ｎ
υ

倉庫
公
Ｕ
′
υ

ｎ
υ 3 0 0

ｎ
υ

学習室 151 32 1 0 0 ａ
Ｕ
ｎ
Ｖ

相談室 142
広
υ 0 0 0

０
０
ａ
υ

集会室 98 31
う
ι 0 0 144

施設長室
公
９
ｎ
υ

ｎ
υ 1 0 0

Ｅ
υ
ｎ
∠

会議室 101 0 1 1 124

応接室 69
う
０ 0 0 0

Ｏ
ι
ｎ
υ

洗面所
う
０ 1 0 0

ｒ
υ
０
０

その他 (通路、廊下、階段 等) 102 10
Ｅ
Ｕ 1 0

●
Ｕ
う
０

設備 (機械室、ボイラー室 等 )
Ｏ
ι 3 1 | 0 う

乙
０
０

図書室
Ｅ
Ｕ
“
臀

う
０

０
乙 0 0 64

調理室
Ｅ
υ
月
十

０
乙 0 0

公
υ

食品庫
公
Ｕ
′
■ 1 1 0 0

Ｅ
υ

体育館
ａ
ｕ
●
ι 1 1 0

，
′
う
０

自活訓練室
０
乙 1 0 0

Ｅ
υ
Ｏ
乙

書庫 20
Ｏ
ι 1 0 0 24

作業室
０
０ 0 4 1 0

Ｅ
υ

実習生室 13
う
ι 0 0 0

Ｅ
υ

被服室 9 0 0 0 0
う
ι

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。
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「本国」部分におけるその他の設備の共有設備を有する施設数 (間 4.3)

その他め設備 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

1.食堂 59 11.9

2.リ ビングルーム Ｏ
ι
う
乙

“
，

3.シ ョー トステイ室 2.6

4.心理療法室
う
０

ｎ
υ

5.病児病後児保育室 1 0.2

6.親子生活訓練室 3.0

7.乳幼児室

8.洗濯室
”
■

9.乾燥室 3.2

10.プレイルニム 34 6.9

‖.サンルーム 1 0.2
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「本国」部分におけるその他の設備 (自 由記述分)の共有設備を有する施設数 (間 4.3)

その他の設備
(自由記述分)

施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

事務室 74 15.0

宿直室
う
０

公
Ｕ

●
４

倉庫 10 2.0

学習室 24 4.9

相談室 24 ｎ
υ

月
■

集会室 20 4.0

施設長室
公
υ 1.2

会議室
７
′ 3.4

応接室 2.2

洗面所 4 0.8

その他 (通路、廊下、階段 等) う
０
●
ι 4.7

設備 (機械室、ポイラー室 等)
ｎ
υ

０
０

図書室
公
υ

●
乙

調理室
０
０

公
υ

食品庫
う
０ 0.6

体育館
●
乙 0.4

自活訓練室 5 1.0

書庫 4 0.8

作業室 5 1.0

実習生室
ａ
υ

ｎ
ι

被服室 3 0.6

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。
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⑦間 4.4施設の敷地面積や基本設備等の状況<「分園」部分>

「分園」部分における敷地面積等の状況 (間 4.4)

「分園」部分における敷地面積階級別の分園数 (間 4.4)

面積 分園数 構成比 (%)

～250r 100 ４う
乙
“
■

251～ 500r 41 17.4

5011■ 750nド 18
ａ
υ

751-1000nド 2.5

1001～ r 3.4

無回答 63 26.7

合計
'

236 100.0

「分園」部分における建築面積階級別の分園数 (間 4.4)

面積 分園数 構成比 (%)

～50ポ 4.7

51´ψ100nバ ０
０ 35.6

101～ 150話 55 23.3

151～ 200r 22 う
０

ｎ
υ

201～ r ，
′

０
乙

無回答 47 19.9

合計
ａ
υ
う
０
●
乙 100.0

基本的な設備等 施設数 分園数 平 均 標準偏差

敷地面積 (r) 128 173 360 ０
０
“
■

建築面積 (r) 133 189 ｒ
Ｕ

延べ床面積 (パ ) 145 ＾
υ
Ｏ
乙 171 ハ

υ
Ｏ
乙

台所 ２ｍ 133
ｎ
υ 12 10

浴室 (ヶ所 ) 159 230 1 0

便所 (ヶ所 ) 156 う
ι
●
乙

Ｏ
ι 1

※無回答施設を除いた集計。
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「分園」.部分における延べ床面積階級別の分園数 (問 4.4)

面積 分園数 構成比 (%)

～
250ぶ

ｎ
υ 80.9

251～ 500ポ
う
ι

501-750nバ 3 1.3

751ん lo00ポ 1 0.4

1001～ ぷ 2 0.8

無回答
り
ι 11.4

合計
公
υ
う
０
う
乙 100.0

「分園」部分におけるその他の設備の床面積の状況 (間 4.4)

その他の設備 施設数 分園数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(ぶ )

標準偏差

1.食堂
０
０
Ａ
υ 144 Л

” 18.4 10.6

2.ウ ビングルーム 84 110 17.6 10.7

「分園」部分におけるその他の設備 (自 由記述分)の床面積の状況 (間 4.4)

その他の設備
(自 由記述分)

施設数 分園数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(ぷ )

標準偏差

児童用居室
う
０
４
０

０
０

，
′

０
乙

う
０ 15.1 36.8

事務室
■
■

う
０

Ｅ
０
０
０ 11.9

●
Ｕ

Ｅ
υ

宿直室
７
′

ｎ
Ｖ 19 10.7 4、 9

倉庫 10
Ｅ
υ 8.2

Ｅ
υ

洗面所
ｎ
υ

０
０

う
０

その他 (通路、廊下、階段 等)
Ｅ
υ

０
乙 12.4 13.5

応接室
Ｅ
０

Ｅ
０ 10.2 3.5

浴室
う
０

う
０ 5.0 ●

４
う
０

プレイルニム
●
ι

う
ι

う
ι 52.9 57.3

学習室
Ｏ
ι

●
乙 ‖.7

ａ
υ

集会室 2
●
乙

う
乙 28.9 15.2

洗濯室 2
●
乙

う
ι 5.0 う

０
●
ι

相談室 2
●
４

う
乙 13.9 2.2

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。
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③間5各居室における面積、定員、在籍児童数等の状況

⑨問 6児童の部屋割り方法の考え方について

児童の部屋割り方法の考え方 〔年齢について〕 (問 6.1)

居室における居室面積、定員数、在籍児童数等 (間5)

ケア形態 施設数

1室当り居室面積 1室当り居室定員数 1室当り在籍児童数
居室定員数当り居室
‐ 面積

平均
(市/室 )

標準偏差
均
室
坪
〃 標準偏差

平均
(人/室 )

標準偏差
平均
(ボ/人 )

標準偏差

本国 (大舎、中舎、小舎 )

本国 (小規模グループケア

分園

※居室面積には居室内の専用部分 (ト イレ・浴室等)は含まれていない。

年齢について
本国 分園

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

1.同年齢層が同室になるこ

とを基本      | 39.7 И
，

ｎ
υ

2.異なる年齢層が同室にな
ることを基本

13.4
０
乙 5.3

3.1と 2を組み合わせること
を基本 |

質
υ 32.2 ■

■
Ｅ
υ

4.特にルールを設けていな
い

“
臀 9.5 40 8.1

無回答
０
∠ 5.3 336 68.0

総数
′
，
■
■ 100.0 494 100.0

児童の部屋割り方法の考え方 〔性別について〕 (問 6.2)

性別について
本国 分園

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

1.全員男女別の部屋割 りを
基本

189 38.3 120 24.3

2.あ る程度の年齢から男女
別の部屋割 りを基本

う
ι 54.0 Ｏ

ι

3:特にル■ルを設けていな
い

13 2.6 う
４

●
４

無回答
う
ι

Ｅ
υ 338 “

■
０
０

総数 494 100.0 494 100.0
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児童の部屋割り方法の考え方 〔男女別の部屋割りを行う年齢〕 (間 6.2)

施設数
平均
(歳 )
標準偏差

本国
う
０
う
０

０
０

●
υ

分園
７
′ 6.8

※「ある程度の年齢から男女別の部屋割り」と回答した施設 (無回答除く)。

児童の部屋割り方法の考え方 〔1室あたり人数について〕 (間 6.3)

1室あたりの人数について
本国 分園

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

1.中学生以上は個室 79 16.0 22 4.5

2.高校生以上は個室 87 17.6 り
ι

う
０

こ
υ

3特にルールを設けていない
Ｅ
υ 30.6 64 13.0

4.個室は考えていない
０
０
０
０ 17.8

０
乙 5.7

無回答
ｎ
υ
０
０ 18.0 354 71.7

総数 494 100.0 494 100.0
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Ⅲ.乳児院調査結果 (平成 20年 12月 1日現在 )

1.施設の概要について

①設置主体別・運営主体別施設数

設置主体別・運営主体別施設数

②指定管理者制度

指定管理者制度導入施設数

設置主体 運営主体

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

1.都道府県
●
０ 4.3

う
０ 2.6

2:市町村
晨
０ 4.3

う
ι

3.社会福祉法人
Ｅ
υ
ハ
Ｖ 84.5

4.財団法人 0 0.0 0 0.0

5.その他
ｎ
υ 10

ａ
Ｕ

無回答
●
４

う
０

´
Ｕ

●
ι

総数
ａ
υ 100.0 100.0

施設数
全施設数に
対する割合
(ll)

1.導入済み 5.2

2.導入予定 0 0.0

指定管理者制度導入済み施設の指定期間

施設数 平均 (年 ) 標準偏差

指定期間
ａ
ｕ 4.2

指定管理者制度導入済み施設の指定前の受託状況

施設数 構成比 (%)

1.受託 していた 5 83.3

2:受託していなかつた 1 16.7

総数
ａ
υ 100.0
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③施設認可定員、暫定定員

施設の認可定員数および暫定定員数

④設立年別 口認可年別施設数

設立年別・認可年別施設数

施設数
平均定員数
(人 )
標準偏差

認可定員
ご
Ｕ 29.9 15.3

平成20年度の暫定定員 56 29.4 14.3

※暫定定員は無回答施設を除いた集計 .

施設設立年 施設認可年

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

ん1945年
う
０ 11.2 2

1946～ 1950年 28 24.1
う
０ 31.9

1951～ 1955年 18 15.5
Ｏ
Ｏ 15.5

1956～ 1960年
う
０

う
乙

う
０

ａ
υ

●
乙

1961～ 1965年
０
０

●
Ｕ

０
０ 6.9

1966～ 1970年 12 10.3
Ｅ
υ

ｎ
υ

1971γ 1975年 12 10.3 14 12.1

1976～ 1980年
Ｅ
０ 4.3 4 3.4

1981～ 1985年 1 0.9 1 0.9

1986～ 1990年
Ｏ
ι

う
０

う
ι

1991年 1995年 0 0.0 0 0.0

1996～ 2000年
０
こ 1 0.9

2001～2005年
０
０ 6.9

０
０ 6.9

20061喜 ―
Ｏ
ι

７
′

う
０

う
ι

無回答
●
４

う
０

公
υ

●
ι

合計
´
０ 100.0 ‖ 6 100.0

22



2.設備状況

①問 1′lヽ規模グループケアの施設数および延ベユニット数等       ヽ

小規模グループケアの有無およびユニット数 (問 1)

②問 2国庫補助を受けて工事を行つた施設数
国庫補助を受けて工事を行つた施設数 (平成18年 4月 以降)(問 2)

工事の内容 施設数
全施設数に
対する割合
(%)

創設工事 1 0.9

改築・増改1築工事 2

アスベス ト除去修繕 2
７
′

その他
０
４

※平成18年 4月 から現在 (平成20年 12月 )までの間で工事が完了したもの。

③問 3消防設備の設置状況

消防設備の設置施設数 (問 3)

施設数 構成比 (%)
小規模グループケアの
延ベユニツト数

施設当り
平均ユニツト数

小規模グル■プケア 有 う
０

Ｅ
Ｕ 1.41

rll規模グループケア
ー
無 75 64.7

無回答

総数
´
υ 100.0

設置済
施設数

全施設数に
対する割合
(%)

1.ス プリンクラー設備
Ｅ
υ
う
０ 30.2

2.自動火災報知設備 107 92.2

3.消防機関今通報する
火災報知設備

112
ｎ
υ
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④間4建物構造と耐震性の状況

⑤間5.1施設の敷地面積等の規模

敷地面積等の状況 (問 5.1)

建物構造と耐震性の状況 (間 4)

建物構造
1.新耐震
基準

2+分な
耐震性

3.耐震補
強済み

4耐震補
強工事を
予定

5補強等
の予定無
し

6耐震診
断未実施

(再掲 )補強等未実施数

無回答 総数5+6
補強等未実
稀 い時の1鉄筋コンクリート造 5 2 309 2

2.鉄骨造 0 0 8 40 0 0

3.鉄骨鉄筋コンクリニト造 6 1 0 0 3 30 0 0

」シクリ■トプロツク造 0 0 1 0 6 85 7 0 7

5木造 6 0 0 588 1

3.プレハブ又はプレハブ
機 の 建 物

0 0 0 1 1 50 0 1 2

7.その他 0 0 0 0 0 0

無回答 1 0 0 0 0 1

総数 5 4 2 37 7 4

施設数
平均
(ポ )
標準偏差

敷地面積 108 4,038 5,546

建築面積 106 674
Ｅ
υ

延べ床面積
ｎ
υ
ハ
υ 916 ■

■
０
０

敷地内の屋外遊技場 80
ハ
Ｖ 1,638

※無回答施設を除いた集計。

敷地面積階級別の施設数 (間 5.1)

面積 施設数 構成比 (%)

-2000nド う
０
Ｅ
υ 45.7

2001・ψ4000ぃパ 29 25.0

4001rv6000n甫
ａ
υ 5.2

6001´‐8000mパ 6.0

8001-10000m 2 1.7

10001-12000nド 1 0.9

12001r～ 10 8.6

無回答 8 6.9

合計 116 100.0
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建築面積階級別の施設数 (問 5.1)

面積 施設数 構成比 (%)

-1000hだ 92
う
０

■
′

1001'↓ 2000nド 10
●
Ｕ

2001-3000nド 3 2.6

30011ψ 4000nド 0 0.0

4001n`～ 1 0.9

無回答 10 8.6

合計
＾
υ 100.0

延べ床面積階級別の施設数 (問 5.1)

面積 施設数 構成比 (%)

-1000ロド
ハ
υ

Ｅ
０

Ｅ
υ
公
υ

1001～ 2000耐 24 20.7

2001ん3000ぷ
ｒ
υ

０
４

〓
０

3001-4000ロド 2

4001r■ 5000n膚 0 0.0

5001耐～ 1 0.9

無回答 6.0

合計 `

公
υ 100.0

敷地内屋外遊技場の面積階級別の施設数 (間 5.1)

面積 施設数 構成比 (%)

～500r 44.0

501-1000n″ 19 16.4

1001-1500,バ 5 4.3

1501'こ 2000nド 2.6

2001-2500mド 0 0.0

2501～ 3000r 0 0.0

3001ぷ～
，
′

無回答 36 31.0

合計 116 100.0
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⑥間 5.2最低基準に定められる設備

最低基準に定められる設備の床面積の状況 (問 5.2)

最低基準に定められる設備 施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(r)

標準偏差

1.乳児の養育に専用の室
う
０
Ｅ
υ

う
０
■
■ 38.8 27.6

2浴室 ｎ
ｖ
Ａ
υ

０
０ 9.0 4.9

3.便所
０
０
Ａ
υ

う
０
■
■
う
０ 6.4 4.0

4.寝室
ハ
υ

う
乙 28.3 22.7

5.観察室 106 129 '3.0 4.2

6.診察室 101
Ｅ
Ｕ
ハ
υ 52.8 4.6

7.病室
う
乙
０
０ 12.0

8.ほふく室 100 Ｅ
υ
“
■ 29,0 17.0

9.調理室 110
う
ι 28.2 23.2

※「亭L児の養育に専用の室」は10人未満の施設の場合のみ。

最低基準に定められる設備の必要度の状況 (問 5.2)

最低基準に定められる設備 1.必要

2.どちらか
といえば必
要

3`どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5:不要 総数

1.亭L児の養育に専用の室 50 0 0 0 0 50

2.浴室 103 0 0 0 0 103

3.便所 100 2 0 0 1 103

4.寝室 92 0 0 0 0 ●
ι
ｎ
υ

5.観察室 85 2
公
υ 0 100

6.診察室 79 10 3 3 1
ｎ
Ｖ

7.病室
Ｃ
Ｏ

企
υ 0

Ｅ
Ｕ 0 78

3.ほふく室
ｎ
ｖ 3 0 0 0 94

9.調理室 101 1 0 0 0 102

26



最低基準に定められる共有設備を有する施設数 (間 5.2)

最低基準に定められる設備 施設数
全施設数
に対する
割合 (ゆ

1.乳児の養育に専用の室 4 3.4

2.浴室 4 3.4

3.便所 6
０
４

4.寝室 1
ハ
υ

5.観察室 4 3.4

6.診察室 5.2

7.病室 4.3

8.ほふく室 6
う
ι

晨
υ

9.調理室
Ｌ
０ 12.9

⑦問 5.3その他設備

その他の設備の床面積の状況 (問 5.3)

その他の設備 施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(r)

標準偏差

1・ 食堂
う
ι
０
０ 113 23.0 10.0

2.リ ビングルーム 4 5 20.9 19.6

3.シ ョー トステイ室
ハ
υ

う
０
●
ι 22.6 11.3

4.心理療法室
ｎ
υ
Ｏ
こ 30 14.8

ｒ
０

5:病児病後児保育室
う
０
う
ι

う
０ 23.7 16.8

6.親子生活訓練室 41
う
０
“
■ 29.3 16.3

7.年齢延長室 1 1

Ｅ
０ 0.0

8.洗濯室
う
０
ハ
Ｖ

０
０
ハ
υ 22.2 12.7

9.乾燥室
ａ
υ
●
ι

ハ
υ
Ｏ
こ 14.6

10.沐浴室
ａ
υ
月
■

′
十

Ｅ
υ

111調乳室
７
′ 9.2 9.0

12.プレイル‐ム
ｎ
υ
Ｅ
０ 80 52.4 41.6

13,サンルーム
●
ι 38 16.6 10.5
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その他の設備 (自 由記述分)の床面積の状況 (問 5.3)

その他の
｀
設備

(自 由記述分)
施設数

室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(耐 )
標準偏差

事務室
Ｅ
Ｕ
И
臀

う
ι 34

倉庫
う
乙
＾
Ｕ

■
′
ハ
υ
０
４

７
′

相談室
ｒ
υ

Ｅ
υ
０
０ 14

会議室
ｎ
υ
Ｏ
乙

Ｏ
Ｏ

う
０

０
０

宿直室 29 44
う
０

その他 (通路、廊下、階段 等)
●
ι

●
ι
■
■

■
■

０
０
И
十

応接室
■
■
●
ι

う
乙

０
０

０
０

設備 (機械室、ポイラー室 等) う
ι
０
４

●
４

う
０
う
０ 54

施設長室
７
′

０
０

食品庫 7 5

調理室
晨
０

●
４

０
０

０
０

集会室 13
０
０
０
０ 54

医務室
Ｏ
ι 14

ｎ
ｖ 10

学習室
０
乙

う
ι

●
４
０
０

作業室
う
乙

う
０ 12 4

総数 1,283
り
乙 32

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。

その他の設備の必要度の状況 (間 5.3)

その他の設備 1:必要

2.どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5不要 総数

1.食堂 4 1 0 0 う
ι
０
０

2:リ ビングルーム 4 0 0 0 0 4

3.シ ョー トステイ室
Ｅ
υ 2 0 1 0

ｎ
υ

4.心理療法室 23 4 0 0 0 29

5.病児病後児保育室 16
Ｅ
υ 0 0 0

う
０

6.親子生活訓練室 32 6 0 0 0 41

7.乳幼児室 1 0 0 0 0 1

8.洗濯室 90 1 0 0 0 103

9.乾燥室
ｎ
υ 2 0 0 0 公

Ｕ
●
４

10.沐浴室
う
０

０
４ 0 0 0

ｎ
υ

11.調乳室 59 1 0 0 0

12.プレイルーム 45 5 0 0 0 59

13.サンルーム 4 1 0 0 Ｅ
υ
●
ι
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その他の設備 (自由記述分)の必要度の状況 (問 5.3)

その他の設備
(自由記述分 )

1.必要

2.どちらか
とし`えば必
要

3.どちらで
もない .

4:どちらか
といえば不
要

5.不要ヽ 総数

事務室 213 14
０
４ 0 0 260

倉庫
Ｅ
υ 0 0 0 82

相談室 54
う
ι 0 0 0

ａ
υ

会議室 ヽ
う
乙 3 0 0 0 29

宿直室
，
′
●
ι 0 0 0 0 30

その他 (通路、廊下、階段 等) ０
０
う
０

０
０ 0 0 0

”
十

応接室
公
υ 4 0 0 0

“
■
０
４

設備 (機械室、ポイラー室 等) 20 1 0 0 0 う
０
う
ι

施設長室 13 1 0 0 0 18

食品庫 15 1 0 0 0
７
′

調理室 14 1 0 0 0

集会室 2 0 0 0
ａ
υ

医務室
●
乙 0 0 0 10

う
０

学習室
０
０

う
０ 0 0 0 13

作業室 7 4 0 0 0 12

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。

その他の設備の共有設備を有する施設数 (問 5.3)

その他の設備 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

1.食堂 5 4.3

2.リ ビングルーム 0 0.0

3.シ ョー トステイ室 0 0.0

4:心理療法室 9
０
０

5.病児病後児保育室 1
ｎ
υ

ハ
υ

6:親子生活訓練室
“
“ 3.4

7.乳幼児室 0 0.0

8.洗濯室 14.7

9.乾燥室 5.2

10t沐浴室 2
，
′

‖.調亭L室
０
乙

７
′

12:プレイルーム 5 4.3

13.サ ンルーム 2
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その他の設備 (自由記述分)の共有設備を有する施設数 (問 5.3)

その他の設備
(自 由記述分)

施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

事務室
う
０ 19.8

倉庫
●
０

●
４

相談室 4.3

会議室
う
０ 2.6

宿直室 1 0.9

その他 (通路、廊下、階段 等)
ハ
υ

応接室 4.3

設備 (機械室、ポイラ‐室 等) 4 3.4

施設長室 1 0.9

食品庫 2

調理室 ,

う
０

公
υ

う
乙

集会室
う
０

０
こ

医務室 0 0.0

学習室 0 0.0

作業室 1 0.9

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。

③問6各居室における面積、定員、在籍児童数等の状況

居室における居室面積、定員数、在籍児童数など (問 6)

ケア形態 施設数

1室当り居室面積 1室当り居室定員数 1室当り在籍児童数
居室定員数当り居室
面積

平均
(市/室 )

標準偏差
均
室
平
〃 標準偏差

平均
(人/室 )

標準偏差
平均
(ポ/人 )

標準偏差

小規模グループケア以外

小規模グルニプケア

※居室面積には居室内の専用部分 (トイレ・浴室等)は含まれていない。
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Ⅳ.情緒障害児短期治療施設調査結果 (平成 20年 12月 1日現在 )

1.施設の概要について

①設置主体別・運営主体別施設数

設置主体別・運営主体別施設数

設置主体 運営主体

施設数 構成比 (%) 施設数 構成上ヒ(%)

1.都道府県
Ｅ
υ

う
０

●
ι 2 10.5

2:市町村 0 0.0 0 0.0

3.社会福祉法人 14 73.7
５ハ

υ
０
０

4.財団法人 0 0.0
ハ
υ 0.0

5.その他 0 0.0 0 0.0

無回答 0 0.0 0 0.0

総数
Ａ
Ｖ 100.0 100.0

②指定管理者制度

指定管理者制度導入施設数

施設数
全施設数に
対する割合
(ll)

1.導入済み
う
ι 10.5

2.導入予定 1 5.3

指定管理者制度導入済み施設の指定期間

施設数 平均 (年 ) 標準偏差

指定期間 2 35 0.7

指定管理者制度導入済み施設の指定前の受託状況

施設数 構成比 (%)

1.受託していた 1 50.0

2.受 託していなかった 1 50.0

総数
０
乙 100.0
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③施設認可定員、暫定定員

施設の認可定員数および暫定定員数

④設立年別・認可年別施設数

設立年別・認可年別施設数

施設数
平均定員数
(人 )
標準偏差

認可定員
０
０ 45.1 10.2

平成20年度の暫定定員 12 35.6 11.2

※認可定員および暫定定員とも無回答施設を除いた集計。

施設設立年 施設認可年

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

～1945年
ｎ
υ 100.0

０
０ 94.7

1946～ 1950年 0 0.0 0 0.0

1951～ 1955年 0 0.0 0 0.0

1956～ 1960年 0 0.0 0 0.0

1961ん 1965年 0 0.0 0 0.0

1966～ 1970年 0 0.0 0
′
0.0

1971～ 1975年 0 0.0 0 0.0

1976ん 1980年 0 0.0 0 0.0

1981～ 1985年 0 0.0 0 0.0

1986～ 1990年 0 0.0 0 0.0

1991～ 1995年 0 0.0 0 0.0

1996～ 2000年 0 0.0 0 0.0

2001～2005年 0 0.0 0 0.0

2006年γ 0 0.0 0 0.0

無回答 0 0.0 1

う
０

晨
υ

合計
ｎ
υ 100.0 100.0
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2.設備状況

①問1ケア形態別の施設数および延ベユニット数等

②問 2国庫補助を受けて工事を行つた施設数

国庫補助を受けて工事を行つた施設数 (平成18年 4月 以降)(問 2)

工事の内容 施設数

全施設数に
対する割合
(ll)

創設工事
Ｏ
ι 10.5

改築 口増改築工事 1 5.3

アスベス ト除去修繕 0 0.0

その他 1 5.3

※平成18年 4月 から現在 (平成20年 12月 )までの間で工事が完了したもの。

③問3建物構造と耐震性の状況

ケア形態別の施設数および延ベユニット数等 (問 1)

ケア形態 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

延ベユニット数
又は延べ箇所数

施設当り平均ユニ

'卜数又は箇所数

大舎 78.9

中舎 1 5.3

小舎 4 21.1

小規模グルニプケア 3 15.8
■
， 1.33

建物構造と耐震性の状況 (問 3)

建物構造
1 新耐震
基準
2+分な
耐震性

3.耐震補
強済み

4.耐震補
強工事を
予定

5.補強等
の予定無
し

6.耐震診
断未実施

(再掲)補強等未実施数

無回答 総数
5+6
補強等未実
権

m界守不ヨ
施欽割合
(%)

1鉄筋コンクリート造 1 1 0 1

と鉄骨造 6 0 0 0 6

〕.鉄骨鉄筋コンクリート造 1 1 0 0 2

:.コ ンクリートプロック造 1 0 0 0 1

'木
造 2 1 0 0 0 3

〕ブレハプ又はプレハフ
機の建物

3 0 0 0 3

ア。その他 2 0 0 0 2

無 回答 0 0 0 0 0 0

7 : 1 0 1
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④間 4.1施設の敷地面積等の規模

敷地面積等の状況 (間 4.1)

施設数 勁
ｍ

標準偏差

敷地面積
０
０

●
ι
Ａ
Ｖ
■
，

う
０
ハ
υ
“
■

０
０

建築面積
７
′

ハ
Ｖ
“
■

延べ床面積
ｎ
υ

０
０

ハ
υ 3,132

敷地内の屋外遊技場 10 3,014 6,016

※延べ床面積以外は無回答施設を除いた集計。

敷地面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

^′ 2000ロイ 2 10.5

2001-4000ロド 2 10.5

4001-6000nド 3 15.8

6001-3000nド 1

う
０

Ｅ
υ

8001´‐10000mr 0 0.0

10001-12000nド
う
０ 15.8

12001rr―
０
０

ａ
υ
う
０

無回答 1

う
０

Ｅ
υ

合計 100.0

建築面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

-1000nバ ａ
υ

´
Ｕ

う
０

1001-2000nド 8 42.1

2001-3000nド
う
０ 15.8

3001■‐4000nド 0 0.0

4001 rF～ 0 0.0

無回答
０
４ 10.5

合計
ｎ
フ 100.0
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延べ床面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

～1000ぷ 0 0.0

1001-2000nド
０
０

０
４
■
■

2001～ 3000耐 ０
０

ａ
υ
う
０

30011V4000nド
う
乙

Ｅ
υ

Ａ
υ

4001-5000nド 0 0.0

5001r～ 2 10.5

無回
1答

0 0.0

合計
ｎ
υ 100.0

敷地内屋外遊技場の面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

～500ぽ 4 21.1

501-1000nκ
う
乙 10.5

1001´ψ1500Лド 0 0.0

1501-2000nド 0 0.0

2001-2500nド 2 10.5

2501´Y3000nバ 0 0.0

3001ポ～ 2 10.5

無回答 47.4

合計
ハ
Ｕ 100.0

35



⑤間 4.2最低基準に定められる設備

最低基準に定められる設備の床面積の状況 (間 4.2)

最低基準に定められる設備 施設数
室数又は
箇所数

1室あた・
り床面積
(r)i

標準偏差

1.児童用居室
う
０ 16.4 3.4

2.浴室 19 11.8 10.4

3.便所 19 124
ｎ
υ 5.1

4,調理室
０
０

う
０
う
０ 33.0 17.9

5:静養室 23 12.3 2.8

6=医務室 1514 3.9

(再掲)静養室+医務室
ｎ
υ 40 13.6 2.8

7.観察室
０
０ 24 11.3 4.8

8.心理検査室
ｎ
υ 25 13.9 7.3

9:相談室
０
０ 26 15.0 6.7

10.工作室
０
０ 33.1 ‖.6

最低基準に定められる設備の必要度の状況 (間 4.2)

最低基準に定められる設備 1必要
2どちらか
といえば必
要

3どちらで
もない

4どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

1.児童用居室 19 0 0 0 0 19

2.浴室 19 0 0 0 0 19

3.便所 19 0 0 0 0 19

4.調理室
ｎ
ｖ 0 0 0 0

ｎ
ｖ

5.静養室 15 1 0 0 1

6.医務室 0 0 0 0

(再掲)静養室+医務室 16 0 0 0 0
公
Ｕ

7.観察室 14
う
０ 1 0 0 18

8.心理検査室 2 0 0 0
Ｏ
υ

9.相談室 17 1 0 0 0 18

10.工作室 :5 2 0 0 0
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最低基準に定められる共有設備を有する施設数 (間 4.2)

最低基準に定められる設備 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

1.児童用居室 0 0.0

2.浴 室 1

3.便所 0 0.0

4.調理室
う
０ 15.8

5:静養室 1 5.3

6:医務室 1 5.3

(再掲)静養室1医務室 1
う
０

7.観察室 1

8.心理検査室 0 0.0

9.相談室 0 0.0

10.工作室 1 5.3

⑥間 4.3その他設備

その他の設備の床面積の状況 (間 4.3)

その他の設備 施設数
室数又は
箇所数

た
積動繭
ｍ

ｌ

り

標準偏差

1.食堂
ｎ
ｖ 82.2 39.1

2.リ ビングル=ム 5 14 42.4 16.3

3.心理療法室
Ｅ
υ

う
０
●
４ 32.0 36.2

4病児病後児保育室 0 0 0.0 0.0

5.親子生活訓練室 10
公
υ 22.3

０
乙

6.通所部門
０
乙

Ｅ
０ 22.9 ａ

ｕ
ｎ
υ

7.洗濯室
Ｅ
υ 32 12.0 ａ

υ
０
０

8.乾燥室 5
，
′ 16.7 11.9

9.プレイル‐ム 14 30.3 14.5

10.サ ンルーム 1 1 126.0 0.0
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その他の設備 (自 由記述分)の床面積の状況 (間 4.3)

その他の設備
(自 由記述分)

施設数
室数又は
箇所数‐

1‐室あた
り床面積
(r)

標準偏差

事務室 10
う
０
■
■

●
乙

会議室 10
Ｅ
υ
う
０

Ｅ
υ

施設長室 7 19

宿直室 5 10 12
Ｅ
υ

倉庫
Ｅ
Ｕ 16 10

晨
υ

その他 (通路、廊下、階段等) 3
Ｅ
υ
И
リ

う
０
■
，

応接室 3 3
７
′

自活訓練室 3 6 31 12

食品庫
う
０ 3

ご
υ

●
ι

総数
Ｅ
υ 150 28

う
ι

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計 した。

その他の設備の必要度の状況 (間 4.3)

その他の設備 1.必要

2.どちらか
といえば必
要

3:どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

1.食堂
，
′ 0 0 0 0 19

2.リ ビングルーム 4 1 0 0 0
Ｅ
υ

3.心理療法室 i4 1 0 0 0
Ｅ
υ

4.病児病後児保育室 0 0 0 0 0 0

5.親子生活訓練室 8 1 0 0 0 10

6.通所部門 1 0 0 0 0 2

7.洗濯室 14 0 0 0 0 15

8.乾燥室 4 1 0 0 0 5

9.プ レイルーム 2 0 0 0 14

10サンルーム 1 0 0 0 0 1
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その他の設備 (自 由記述分)の必要度の状況 (間 4.3)

その他の設備
(自 由記述分 )

1.必要

2.どちらか
といえば必
要|

3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

事務室
Ｅ
υ
う
ι

う
ι 0 0 0

う
ι

会議室
ｎ
υ 0 0 0 0

ｎ
フ

施設長室 1 0 0 0

宿直室
Ｅ
Ｕ 0 0 0 0

Ｅ
０

倉庫
Ｅ
υ 0 0 0 0

Ｅ
υ

その他 (通路、廊下、階段等) 3 0 0 0 0
う
０

応接室 2 0 1 0 0 3

自活訓練室
う
０ 0 0 0 0 3

食品庫
う
０ 0 0 0 0

う
０

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。

その他の設備の共有設備を有する施設数 (間 4.3)

その他の設備 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

1:食堂 15.8

2.リ ビングルーム 0 0.0

3.心理療法室 0 0.0

4.病児病後児保育室 0 0.0

5.親子生活訓練室 0 0.0

6.通所部門 0 0.0

7.洗濯室 1

8.乾燥室 0 0.0

9.プ レイルーム 0
ハ
υ

Ａ
υ

10.サ ンルーム 0 0.0

その他の設備 (自 由記述分)の共有設備を有する施設数 (間 4.3)

その他の設備
(自 由記述分 )

施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

事務室
う
４ 10.5

会議室
う
乙 10.5

宿直室 1

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。
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⑦間4.4通所部門における設備

通所部門を有している施設の床面積の状況 (間 4.4)

通所部門の内訳 施設数
室数又は

箇所数

1室あた
り床面積
(ぷ )

標準偏差

学習室 4
Ｅ
υ

ｎ
υ
●
乙

０
０

面接相談室 4
０
０

０
０ 4

心理相談室
つ
乙

ｎ
υ
う
乙 10

カウンセリング室 1

０
４ 14

パティオ 1 1 40

プレイルァム 1 | 28

応接室 1 1
Ｅ
υ
Ｏ
ι

観察・編集室 1 1 8

観察室 1 1

う
０

敦室 1

う
０

う
０
う
０

研修室 1 1

０
乙
Ｅ
Ｕ

工作室 1 1 24

指導室 1 :

Ｏ
ι
●
ι

事務室 1
●
ι

７
′
う
０

集団療法室 1 1 52

心理検査室 1 1

公
υ

静養室 1 1 14

倉庫 1
う
ι

７
′

調理実習室 1 1

湯沸室 1 1
ａ
υ
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通所部門を有している施設の必要度の状況 (間 4.4)

通所部門の内訳 1.必要

2.どちらか
といえば必
‐
 要

3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

学習室
う
０ 0 1 0 0 4

面接相談室 4 1 0 0 0 5

心理相談室 1 1 0 0 0
●
乙

カウンセリング室 1 0 0 0 0 1

′くティオ 1 0 0 0 0 1

プレイルーム 1 0 0 0 0 1

応接室 1 0 0 0 0 1

観察「編集室 0 0 1 0 0 1

観察室 0 1 0 0 0 1

教室 1 0 0 0 0 1

研修室 1 0 0 0 0 1

工作室 1 0 0 0 0 1

指導室 1 0 0 0 0 1

事務室 1 0 0 0 0 1

集団療法室 1 0 0 0 0 1

心理検査室 1 0 0 0 0 |

静養室 1 0 0 0 0 1

倉庫 1 0 0 0 0 1

調理実習室 1 0 0 0 0 1

湯沸室 0 1 0 0 0 l
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通所部門を有している施設の共有設備を有する施設数 (間 4.4)

通所部門の内訳 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

学習室 0 0.0

面接相談室
う
４ 105

心理相談室 1

う
０

カウンセリング室 0 0.0

パティオ 0 0.0

プレイルーム 0 0.0

応接室 0 0.0

観察・編集室 0 0.0

観察室 0 0.0

教室 0 0.0

研修室 0 0.0

工作室 1
う
０

Ｅ
υ

指導室 0 0.0

事務室 0 0.0

集団療法室 0 0.0

心理検査室 1

Ｅ
０

静養宇ァ 0 0.0

倉庫 0 0.0

調理奥習室 0 0.0

湯沸室 0 0.0

③間5各居室における面積、定員、在籍児童数等の状況

居室における居室面積、定員数、在籍児童数など (問5)

ケア形態 施設数

1室当り居室面積 1室当り居室定員数 1室当り在籍児童数
居室定員数当り居室
面積

平均
(ポ/室 )

標準偏差
平均
(人/室 )

標準偏差
平均
(人/室 )

標準偏差
平均
(ボ/人 )

標準偏差

大舎、中舎t小舎

小規模グルニプケア 2

※居室面積には居室内の専用部分 (トイレ・浴室等)は含まれていない。
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⑨問 6児童の部屋割り方法の考え方について

児童の部屋割り方法の考え方 〔年齢について〕 (問 6.1)

年齢について 施設数 構成比 (%)

1:同年齢層が同室になるこ
とを基本

2 10.5

2.異なる年齢層が同室にな
ることを基本    t 1

う
０

Ｅ
υ

311と 2を組み合わせること
を基本 ‐    | 31.6

4.特
い
にルールを設けていな 31.6

無回答 4 21.1

総数 19 100.0

児童の部屋割り方法の考え方 〔性別について〕 (問 6.2)

性別について 施設数 構成比 (%)

1.全員男女別の部屋割りを
基本     ■

ｎ
υ 100.0

2.あ る程度の年齢から男女
房1の部屋割りを基本 | 0 0.0

3:特にルニルを設けていな
い

0 0.0

無回答 0 0.0

総数
ハ
Ｖ 100.0

児童の部屋割り方法の考え方 〔男女別の部屋割りを行う年齢〕 (間 6.2)

施設数 勁
③

標準偏差

児童の部屋割り方法の考え方 0

児童の部屋割り方法の考え方 〔1室あたり人数について〕 (問 6.3)

1室あたりの人数について 施設数 構成比 (%)

1.中学生以上は個室 0 0.0

2.高校生以上は個室 1
う
０

3.特にル‐ルを設けていない 12 63.2

4.個室は考えていない 0 0.0

無回答
ａ
ｕ 31.6

総数
ハ
υ 100.0
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V.児 童 自立支援施設調査結果 (平成 20年 12月 1日現在 )

1.施設の概要について

①設置主体別・運営主体別施設数

設置主体別・運営主体別施設数

設置主体 運営主体

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

1.都道府県
ｎ
ｖ
■
■ 84.5 ｎ

υ
■
■ 84.5

2.市町村 4 4
ａ
ｕ

3:社会福祉法人 2 3.4
０
乙 3.4

4.国 1 1

無回答 2 3.4 2 3.4

総数 58 100.0
０
０ 100.0

②施設認可定員、暫定定員

施設の認可定員数および暫定定員数

施設数
平均定員数
(人 )
標準偏差

認可定員
Ｅ
υ

ハ
υ

０
０

平成20年度の暫定定員 54 35.3
ｒ
υ
Ｏ
ι

※認可定員および暫定定員とも無回答施設を除いた集計。
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③設立年別・認可年別施設数

設立年別・認可年別施設数

施設設立年 施設認可年

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

～1945年
ハ
υ
“
十 84.5 53.4

1946～ 1950年 0 0.0
●
υ 10.3

1951ん 1955年
う
ι 3.4 2 3.4

1956～ 1960年 4
へ
υ 4 6.9

1961～ 1965年 1

７
′ 0 0.0

1966～ 1970年 0 0.0 1

1971～ 1975年 0 0.0 0 0.0

1976～ 1980年 0 0.0 0 0.0

1981～ 1985年 0 0.0 0 0.0

1986～ 1990年 0 0.0 0 0.0

1991～ 1995年 0 0.0 0 0.0

1996～ 2000年
＾
υ 0.0 0 0.0

2001～ 2005年 1 1

20064喜― 0 0.0 0 0.0

無回答 1 13 22.4

合計
０
０ 100.0

０
０ 100.0
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2.設備状況

①問 1ケア形態別の施設数および延ベユニット数等

ケア形態別の施設数および延ベユニット数等 (問 1)

②問 2国庫補助を受けて工事を行つた施設数

国庫補助を受けて工事を行つた施設数 (平成18年 4月以降)(間 2)

工事の内容 施設数
全施設数に
対する割合
(%)

創設工事 1 0.2

改築・増改築工事 2.2

アスベス ト除去修繕 1 0.2

その他 0.4

※平成18年 4月 から現在 (平成20年 12月 )までの間で工事が完了したもの。

③問3建物構造と耐震性の状況

ケア形態 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

延ベユニット数
又は延べ箇所数

施設当り平均ユニッ
ト数又は箇所数

夫婦制 18 31.0

交替制
ｎ
υ
り
０ 67.2

並立制
●
ι 3.4

小規模グループケア 4 6.9 10 2.50

建物構造と耐震性の状況 (間 3)

建物構造
震耐
準

新

基
2+分な
耐震性 麟け

補

を
震

事
定

耐

工
予

４
強
5補強等
の予定無
し

6耐震診
断未実施手が判甲

無回答 総数

鉄筋コンクリー ト造 6

生鉄骨造 9 5 2 1

1鉄骨鉄筋コンクリート造 7 1 1 4 5 1

コンクリートプロツク造 1 0 3 1

i木造 3 0 3

ブ レハ ブ又は フ レハ フ
縮 の建物

: 0 0 2 2 7

その他 0 0 3 3 3

朦回答 0 0 1 1 1 4

6数

46



④間 4(1).1施設の敷地面積等の規模

敷地面積等の状況 (間 4(1).1)

施設数 勁
ｍ
標準偏差

敷地面積
Ｅ
υ 136,720 579,330

建築面積
０
０
メ
十 4,106 ■

■
ハ
υ
ａ
υ

う
０

延べ床面積
Ｏ
ι
Ｅ
υ 4,071 2,127

敷地内の屋外遊技場 41 61478 う
ι

う
０

※無回答施設を除いた集計。

敷地面積階級別の施設数 (間 4(1).1)

面積 施設数 構成比 (%)

-2000nド ハ
υ 0.0

2001-4000nイ 0 0.0

4001´Y6000ロバ 1
，
′

6001 rψ 8000nバ 0 0.0

8001-10000nパ 0 0.0

10001-12000n〆 0 0.0

12001 ni～
Ｅ
υ 94.8

無回答
Ｏ
ι 3.4

合計 100.0

建築面積階級別の施設数 (間 4(1).1)

面積 施設数 構成比 (%)

-1000nド 1

1001-2000Л r ０
０

2001-3000nド 22.4

3001-4000nバ 29.3

4001nド ー
ｎ
υ
Ｏ
ι

無回答 10 17.2

合計
晨
０ 100.0
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延べ床面積階級別の施設数 (間 4(1).1)

面積 施設数 構成比 (%)

-1000n百 0 0.0

1001-2000nド 2 3.4

2001γ 3000ボ 14 24.1

3001～4000ぽ
ａ
υ 27.6

4001～ 5000ぷ 19.0

5001r～
ｎ
υ 15.5

無回答 10.3

合計
Ｏ
Ｏ
Ｅ
υ 100.0

敷地内屋外遊技場の面積階級別の施設数 (間 4(1).1)

面積 施設数 構成比 (%)

～500耐 1

501-1000nド 1

７
′

1001-1500nパ 1 1.7

1501-2000n膚 2 3.4

2001-2500n〆
０
４ 3.4

2501-3000nド 1 1.7

3001ポ～ 33 56.9

無回答
，
′ 29.3

合計 58 100.0

⑤間 4(1).2最低基準に定められる設備

最低基準に定められる設備の床面積の状況 (間 4(1).2)

最低基準に定められる設備 施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(r)
標準偏差

1.児童用居室 52 882 16.4 5.4

2.浴室
●
ι
Ｅ
υ 198 10.5 6.9

3.便所
０
乙
Ｅ
υ

Ｏ
ι
う
０

Ｅ
υ 4.3

4:調理室 50
う
０
う
乙 36.2 56.3

5.静養室
ａ
Ｖ
つ
０ 120 12.7

公
Ｕ

6.医務室 41
■
■ 30.0 42.6

(再掲)静養室+医務室
０
０
Ｅ
Ｕ

●
Ｕ 17.6 26.9

※「医務室」は定員児童数30人 以上の施設の場合のみ。
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最低基準に定められる設備の必要度の状況 (間 4(1).2)

最低基準に定められる設備 1.必要
2.どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5不要 総数

1.児童用居室 54 0 0 0 0 54

2.浴室 54 0 0 0 0 54

3.便所 54 0 0 0 0 54

4.調理室 50 0 0 0 0 50

5.静養室 34 4 0 1 0 39

6.医務室 34 4
う
乙 0 0 40

(再掲)静養室+医務室 32 2 0 0 0 34

最低基準に定められる共有設備を有する施設数 (間 4(1).2)

最低基準に定められる設備 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

11児童用居室 2 3.4

2.浴室 3.4

3.便所
う
乙 3.4

4.調理室
う
０

Ｏ
ι

5.静養室
０
こ 3.4

6.医務室 2 3.4

(再掲)静養室+医務室 2 3.4
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⑥間4(1).3そ の他設備

その他の設備の床面積の状況 (間 4(1).3)

その他の設備 施設数
室数又は
,箇所数

1室あた
り床面積
(r)

標準偏差

1.食堂
Ｅ
Ｕ
“
■ ‖ 5 80.6 47.0

2.リ ビングルーム
●
ι

０
０ 61.2 32.9

3.心理療法室
０
０

０
乙 23.7 15.4

4,親子生活訓練室 24 43.4 23.5

5.通所部門 1

●
乙 10.(0 0.0

6:学習棟 (教室棟)
ａ
ｕ
”
十 434 337.6 710.3

7.洗濯室
う
０
う
０ 104 10.9 9.0

8.乾燥室
ｎ
υ

●
０
●
ι 13.8 11.3

9.プレイルーム 2 35.7 17.4

10.サンル■ム 0 0 0.0 0.0

その他の設備 (自 由記述分)の床面積の状況 (間 4(1).3)

その他の設備
(自由記述分)

施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(耐 )

標準偏差

事務室
Ｏ
ι
●
ι

０
０
ｎ
υ 30

●
∠

学習室 50 40

倉庫
０
０
■
■ 14

施設長室
０
０ 30

う
０

相談室 8
ｎ
υ

ｎ
ｖ
う
０

ｎ
υ
う
０

体育館
０
０

公
Ｕ
Ｅ
υ
Ｅ
υ

И
■

集会室 10 192
う
乙

その他 (通路、廊下、階段等)
´
Ｕ
う
０

う
０

り
ι

宿直室 6 20
う
０

設備 (機械室、ポイラー室等)
ａ
ｕ

ｎ
Ｖ

う
ι

洗面所
●
υ

７
′

う
乙

会議室 4 4 44 ●
ι

図書室 4
И
■

ハ
υ
う
０

Ｅ
υ

書庫
う
０

０
０ 10

調理室 3
ｎ
υ 20

総数
ｎ
υ
■
■ 406 84

う
０

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。
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その他の設備の必要度の状況 (間 4(1).3)

その他の設備 1.必要

2.どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

｀
5.不要 総数

1.食堂 43 0 0 0 0 Ｅ
υ
■
■

2:リ ビングルーム
う
０
う
ι

０
乙 0 0 0

０
４

3.心理療法室 14 3 0 0 0 18

4.親子生活訓練室 10 1 0 0 0

5.通所部門 0 1 0 0 0 1

6.学習棟 (教室棟) 39 0 0 0 0
′
十

7.洗濯室
う
乙 0 0 0 0 う

０
う
０

&乾燥室 ０
０ 0 0 0 0 9

9.プレイルーム 1 1 0 0 0
●
ι

10.サンルーム 0 0 0 0 0 0

その他の設備 (自 由記述分)の必要度の状況 (間 4(1).3)

その他の設備
(自 由記述分 )

1.必要

2.どちらか
といえば必
要

3:どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

事務室 34
ご
ｕ 0 0 0 40

学習室 8
う
こ 0 0 0

倉庫 l 0 0 0
う
０

施設長室 9 0 0 0 0 9

相談室 7 0 0 0 0
０
０

体育館 0 0 0 0 8

集会室 0 0 0 0

その他 (通路、廊下、階段等) 8 0 0 0 0
０
０

宿直室 0 0 0 0

設備 (機械室、ポイラー室等) 8 0 0 0 0
０
０

洗面所 6 0 0 0 0

会議室 4 0 0 0 0 4

図書室
う
０ 0 0 0 0 4

書庫
う
０ 0 0 0 0

う
０

調理室 4 0 0 0 0 4

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。

51



その他の設備の共有設備を有する施設数 (間 4(1)13)

その他の設備 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

1.食堂 1

2.リ ビングルーム 1

3.心理療法室 0 0.0

4.親子生活訓練室 0 0.0.

5.通所部門 0 0.0

6.学習棟 (教室棟) 0 0.0

7.洗濯室 0 0.0

8.乾燥室. 0 0.0

9.プレイルーム 0 0.0

10.サンルーム 0 0.0

その他の設備 (自由記述分)の共有設備を有する施設数 (間 4(1).3)

その他の設備
(自 由記述分)

施設数

全施設数
に対する
割合 (%)

自活訓練室 1
，
′

※共有設備を有すると回答があつた具体的名称のみを表記した。

⑦間 4(2)通所部門における設備

通所部門を有している施設の床面積の状況 (問 4(2))

通所部門の内訳 施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(r)

標準偏差

ロッカ=室
1

Ｏ
ι 10 0

相談室 1 4 14 0

総数 2
虔
υ 2

通所部門を有している施設の必要度の状況 (間 4(2))

通所部門の内訳 1、 必要

2どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

ロッカー室 0
●
ι 0 0 0 2

相談室 1 0 0 0 0 1
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通所部門を有している施設の共有設備を有する施設数 (間 4(2))

通所部門の内訳 施設数

全施設数
に対する
割合 (%)

ロッカー室 0 0.0

相談室 1
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③間4(3).1所管先別の学習棟 (教室棟)を有する施設

所管先別の学習棟 (教室棟)を有する施設数 (間 4(3).1)

所管先 :施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

1.児童自立支援施設 40 69.0

2.学校 4 6.9

3.その他 0 0.0

無回答 14 24.1

合計 58 100.0

⑨間 4(3).2学習棟における設備

学習棟 (教室棟)を有している施設の床面積の状況 (間 4(3).2)

学習棟 (教室棟)の内訳 施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(耐 )

標準偏差

教室 41
り
ι
●
乙

０
０
う
０

ご
Ｕ

音楽室
Ｅ
υ

′
十
Ｅ
υ 20

理科教室 32 40 38
虔
Ｕ

学習室
■
■ 44

図書室
７
′
●
ι

Ｏ
ι

０
０
う
０

０
乙

便所
●
乙 80

ａ
υ

医務室
う
０

う
０
●
ι

●
４

７
′

事務室
ａ
ｕ

０
乙 41

相談室
Ｅ
υ 20

０
０

０
０

家庭科室 i4 44 14

会議室 14 14 50
ｎ
υ

施設長室 14
Ｅ
０

０
０
う
乙

美術室 13
Ｅ
０ 36

教材準備室
０
０ 8

総数 417 741
Ｅ
υ
И
■

ｎ
υ
Ｅ
υ

※自由記述された室もしくは設備名のうち、主なものを集計した。
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学習棟 (教室棟)を有している施設の必要度の状況 (間 4(3).2)

学習棟 (教室棟)の内訳 1:必要

2.どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

教室 54 Q 0 0 0
ａ
υ
Ｅ
υ

音楽室 32 2 0 0 0 36

理科教室 34 2 1 0 0 39

学習室
虔
υ 2 3 0 0 43

図書室
Ｅ
Ｕ
０
４ 1 0 0 0

う
ι

便所 28 0 0 0 0 34

医務室
う
０
●
ι 0 0 0 0 う

０
う
乙

事務室 22 0 0 0 0 23

相談室 16 1 0 0 0 18

家庭科室 i3 0 0 0 0 14

会議室
う
０ 0 0 0 0 14

施設長室
う
０ 0 0 0 0 14

美術室
う
０ 0 1 0 0 14

教材準備室 0 0 0 0
う
０

※自由記述された室もしくは設備名のうち、主なものを集計した。

・学習棟 (教室棟)における設備を共有する施設数

※設備を共有する施設は無からた。

⑩問5各居室における面積、定員、在籍児童数等の状況

居室における居室面積、定員数、在籍児童数など (問5)

ケア形態 施設数

1室当り居室面積 1室当り居室定員数 1室当り在籍児童数
居室定
最轟言
り居室

平均
(ポ/室 )

標準偏差
均
室
平
〃 標準偏差

平均
(人/窒 )

標準偏差
平均
(ボ/人 )

標準偏差

夫婦制、交替制、並立制

嗜ヽ規模グループケア 2 56 2

※居室面積には居室内の専用部分 (トイレ・浴室等)は含まれていない。
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①問6児童の部屋割り方法の考え方について

児童の部屋割り方法の考え方 〔年齢について〕 (問 6.1)

年齢について : 施設数 構成比 (%)

1.同年齢層が同室になるこ
とを基本

1 l.7

2.異なる年齢層が同室にな
るこ1と を基本

Ｅ
υ

´
υ

０
０

3.1と 2を組み合わせること
を基本

10 17.2

4.特にル■ルを設けていな
い

38 65.5

無回答 4
ａ
υ

総数 58 100.0

児童の部屋割り方法の考え方 〔性別について〕 (問 6.2)

性別について 施設数 構成比 (%)

1.全員男女別の部屋割りを
基本      : ‐

う
ι
■
■ 72.4

2.ある程度の年齢から男女
別の部屋割りを基本

1

７
′

3.特にルニルを設けていな
い                      .

Ｅ
υ

公
Ｕ

０
０

無回答 10 17.2

総数 58 100.0

児童の部屋割り方法の考え方 〔男女別の部屋割りを行う年齢〕 (間 6.2)

施設数
平均
(歳 )
標準偏差

児童の部屋割り方法の考え方 1

※「ある程度の年齢から男女別の部屋割り」と回答した施設 (無回答除く)。

児童の部屋割り方法の考え方 〔1室あたり人数について〕 (間 6.3)

1室あたりの人数について 施設数 構成比 (%)

1.中学生以上は個室 0 0.0

2.高校生以上は個室 0 0.0

3.特にルールを設けていない
う
０ 53.4

4.個室は考えていない
７
′ 29.3

無回答 10 17.2

総数
０
０
こ
υ 100.0
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Ⅵ .母子生活支援施設調査結果 (平成 20年 12月 1日現在 )

1.施設の概要について

①設置主体別・運営主体別施設数

設置主体別・運営主体別施設数

設置主体 運営主体

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

1.都道府県 10
■
■ 1 0.4

2.市町村 124
Ｅ
υ

ａ
ｕ

う
０

Ｅ
υ
０
４

3.社会福祉法人 102
う
０

●
ι
“
十 164 68.0

4.財団法人
う
乙 0.8 4

5,その他
う
乙 10 4.1

無回答 0 0.0 1 0.4

総数 241 100.0 241 100.0

②指定管理者制度

指定管理者制度導入施設数

指定管理者制度導入済み施設の指定前の受託状況

施設数 構成比 (%)

1.受託 していた 42 ４０
乙

，
′

2.受託 していなかった
Ｏ
ι

総数 58 100.0

※指定管理者制度導入済み施設のうち、受託状況に8施設が無回答であつた。

施設数
全施設数に
対する割合
(%)

1.導入済み
＾
υ
ａ
υ 27.4

2.導入予定 4
７
′

指定管理者制度導入済み施設の指定期間

施設数 平均 (年 ) 標準偏差

指定期間 66 4.3
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③施設認可定員、暫定定員

施設の認可定員数および暫定定員数

④設立年別 口認可年別施設数

設立年別・認可年別施設数

施設数
平均定員数
(人 )
標準偏差

認可定員 241 20.7 10.0

平成20年度の暫定定員
■
■ 15.0 8.6

※暫定定員は無回答施設を除いた集計。

施設設立年 施設認可年

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

ん1945年
′
↓
う
０ 14.1 6

う
乙

1946～ 1950年 54 22.4
公
υ 27.0

1951～ 1955年 56 23.2 ｎ
υ
公
Ｕ 28.6

1956～ 1960年
α
Ｕ

■
■

０
０

Ｅ
υ

1961～ 1965年
公
υ

り
乙

う
乙 5.0

1966ん 1970年
う
０ 5.4 4.6

1971～ 1975年
う
０ 5.4

●
ι 5.0

1976～ 1980年 10 4.1 10 4.1

1981～ 1985年 4.6 6
Ｅ
υ

●
乙

1986～ 1990年
Ｅ
０ 2.1 4

1991γ 1995年
Ｅ
Ｕ

う
乙

う
０

1996-20004平
０
乙 4

2001～2005年 4.6 10 4.1

2006年～ 4
Ｅ
υ

０
乙

無回答
Ｅ
υ

う
乙

ａ
υ

う
乙

合計 241 100.0 241 100.0
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2.設備状況

①問 1ケア形態別の施設数および延ベユニット数等

小規模分園型 (サテライト型)母子生活支援施設の施設数 (間 1)

施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

小規模分園型
(サテライト型)‐
母子生活支援施設  有

4.6

小規模分園型
(サテライ ト型)
母子生活支援施設  無

214 ０
０

０
０
０
０

無回答
α
υ

総数 241 100.0

②問 2国庫補助を受けて工事を行つた施設数

国庫補助を受けて工事を行つた施設数 (平成18年 4月 以降)(問 2)

工事の内容

本園

小規模分園型
(サテライ ト型)
母子生活支援施設

施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

創設工事 4 0.8 1 0.2

改築・増改築工事 9
０
０ 0 0.0

アスベス ト除去修繕 2 0.4
ハ
υ 0.0

その他 2.2
ハ
υ 0.0

※平成18年 4月 から現在 (平成20年 12月 )までの間で工事が完了したもの。
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③問3建物構造と耐震性の状況

建物構造 と耐震性の状況 (間 3)

「小規模分園型 (サテライ ト型)母子生活支援施設」部分の建物等の所有状況 (間 3)

建物等数 構成比 (%)

1.賃貸施設 14 58.3

2.貴法人による新たな整備
(所有施設 )

0 0.0

3.既存住宅等の買取
(所有施設 )

0 0.0

無回答 10 41,7

総数 24 100.0

(本国〉

建物構造
震

一

耐

準

新

基
2+分な
耐震性 赫師

4耐震補
強工事を

予定

5補強等
の予定無
し

診
施
震
実
耐
未
ａ
断

無回答 総 数
補強等未実

一̈一1鉄筋コンクリー ト遣 9 7

と鉄骨造 9 0 1 8 9 0

〕鉄骨鉄筋コンクリート造 4 1 1 2 7 9 0

:コ ンクリートプロック遺 0 5 1 1 2

'本
造 7 0 3 2

,フ レ́ハ フ又 1ま フ レハ フ
機 の建物

1 0 0 0 2 2 0 3

フその他 0 0 0 0 5 5 1000 0 5

熙回答 0 0 0 0 0 1

総数 11

〈小規模分園型 (サテライト型)母子生活支援施設〉

建物構造
1新耐震
基準
2+分な
耐震性

31耐震補
強済み

4耐震補
強工事を
予定

5補強等
の予定無,し
6耐震診
断未実施

無回答 総数
補強等未実
儒

施数割合
lll

1鉄筋コンク リー ト遺 8 0 0 2 2 0

2鉄骨造 0 0 0 0 6 6 6

〕鉄骨鉄筋コンク リー ト造 ! 0 0 0 0 0 0 1

1コ ンクリートプロック造 0 0 0 0 0 0 0

'本
造 0 0 0 0 0 0 0

,フ レハフ又はフレハフ
機の建物     ´ 0 0 0 0 0 0

7その他 0 0 0 0 0 0 0

騰回答 0 0 0 0 0 1 1

総数 9 0 0 8 8 7
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④間4.1施設の敷地面積等の規模<「本国」部分>

「本国」部分における敷地面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (り

-2000nド ０
０

公
υ

2001-4000nド
，
′

７
′

う
ι

4001-6000n〆 10 4.1

6001-8000nf 1 0.4

8001～ 10000ぷ 0 0.0

10001-12000nド 0 0.0

12001 nκ ～ 2 0.8

無回答 10 4.1

合計 241 100.0

「本国」部分における建築面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

～1000ポ ａ
υ 73.0

1001-2000n′ 35 14.5

2001-3000nバ ０
４ 0.8

3001-4000nκ 0 0.0

4001ポ～
●
乙 0.8

無回答
う
４ 10.8

合計 241 100.0

「本国」部分における敷地面積等の状況 (間 4.1)

施設数
平均 .

(請 )
標準偏差

敷地面積
う
０
●
ι 2,798 14,736

建築面積
Ｅ
０

●
ι 1,018 4,333

延べ床面積
０
０

０
４ 2,100 9,202

敷地内の屋外遊技場
う
０

Ｏ
ι
´
υ 4,752

※無回答施設を除いた集計。
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「本園」部分における延べ床面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

～1000ポ 75

10011じ 2000n″ i22 50.6

2001ん3000ポ
〓
υ

Ｏ
ι

公
Ｕ

3001´■4000nバ
う
０

０
乙

4001～ 5000r 1 0.4

5001耐～
●
乙 0.8

無回答
う
０
●
４

Ｅ
０

ｎ
ｖ

合計 241 100.0

「本国」部分における敷地内屋外遊技場の面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

～500r 59 24.5

501´‐1000mド 26 10.8

1001-1500nド 5 2.1

1501´Y2000n` 2 0.8

2001´ψ2500nバ 0 0.0

2501-3000ぷ 0 0.0

3001r～ 1 0.4

無回答 148 61.4

合計 241 100.0
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⑤間 4.2最低基準に定められる設備<「本国」部分>

「本国」部分における最低基準に定められる設備の床面積の状況 (間 4.2)

最低基準に定められる設備 施設数
室数又は
箇所数

1室‐あた
り床面積
(ぷ )

標準偏差

1.母子室 226 41508 27.5 42.7

2.集会・学習室
ｎ
ｖ
り
ι
Ｏ
乙

ｒ
υ
Ｏ
乙
つ
０ 46.9 24.5

3`調理場 105
う
ι 13.9 12.2

4.浴室
０
０
■
■

Ｅ
υ
０
４ 9,0

5.便所
ハ
υ
Ｏ
Ｏ

０
０

■
■ 8.0

ａ
υ

6.静養室
Ｅ
υ

公
Ｕ 15.2

7.医務室
ハ
υ
Л
臀 40 14.2 12.0

(再掲)静養室+医務室 241
ご
じ
ハ
υ
Ｏ
乙 15.0

う
０

8.保育室
う
０
●
ι

う
０ 36.7 25.7

※「医務室」は定員児童数30人以上の施設の場合のみ。

「本国」部分における最低基準に定められる設備の必要度の状況 (間 4.2)

最低基準に定められる設備 1必要
2.どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

1.母子室
ハ
υ
ｎ
ι 4 0 0 3 214

2.集会・学習室
Ｅ
υ
ハ
υ
Ｏ
ι

０
０ 0 0 2 215

3.調理場 86 1 0 100

4.浴室 131
Ｏ
υ

う
０ 3 ７

′
′
十

5.便所 178
■
０ 0 0 1 184

6.静養室
Ｏ
Ｏ
●
ι

Ａ
υ

う
ι 4 0 り

０
Ｅ
υ

7.医務室 31 3 2 1 1 38

(再掲)静養室+医務室 21
う
０ 0 1 0 Ｅ

υ
●
ι

B.保育室
●
ι 1 0 1

う
ι
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「本国」部分における最低基準に定められる共有設備を有する施設数 (間 4.2)

最低基準に定められる設備 施設数
全施設数
に対する
害1合 (%)

1.母子室 2 0.8

2.集会 口学習室
Ｅ
υ
力
督 18.7

3:調理場
う
乙 5.0

4.浴室
う
ι
う
０ 13.3

5.便所
う
０ 16.2

6.静養室
０
０
う
乙 11.6

7.医務室 5.4

(再掲)静養室+医務室 34 14.1

8.保育室
ハ
υ

ｎ
υ

⑥間 4.3その他設備<「本国」部分>

「本国」部分におけるその他の設備の床面積の状況 (問 4.3)

その他の設備 施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(面 )

標準偏差

1.食堂
ａ
Ｕ

公
Ｕ 22.6 7.3

2.リ ビングルーム
“
■

Ｅ
０ 23.2 15.2

3.ショートステイ室
ｎ
υ

Ｏ
ι 32.9 15.5

4.心理療法室
ｎ
υ
И
十

う
乙
Ｅ
υ 15,9

5.病児病後児保育室 19.1 10.7

6.母子家庭子育て支援室
公
υ 18.8 10.4

7.緊急保護 (母子)室 104 170 26.9 9.3

8.事務室
う
０
●
‘
０
こ

ハ
Ｖ
Ｏ
こ
０
こ 33.0 16.3

9.休憩室 32
り
乙
う
０ 18.4

ｎ
υ

10.職員更衣室
り
０ 10.3

０
０
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「本国」部分におけるその他の設備 (自 由記述分)の床面積の状況 (間 4.3)

その他の設備
(自 由記述分 )

施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(r)

標準偏差

相談室
底
υ 75 12.9 5.9

倉庫 50 203 12.4 8.1

宿直室 48 49 19.0 7.6

事務室 41 51 22.7 18.2

洗濯室 31 73 10.2 5.9

そめ他 (通路、廊下、階段等)
０
∠ 64 28.9 38.4

応接室
う
０ 14.9

■
，
Ｅ
υ

会議室‐
う
０

う
０ 22.5

公
υ

設備 (機械室、ポイラT室等) 26 9.0
　ヽ　　・（̈一̈̈
一̈一））

６

総数 369 694 19.0 23.5

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。

「本国」部分におけるその他の設備の必要度の状況 (問4.3)

その他の設備 1.必要
2.どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5:不要 総数

1.食堂 4 1 1 0 0

2.リ ビングルーム 2 1 0 0 0 4

3.シ ョー トステイ室
ａ
υ 1 0 0 1

ハ
υ

4.心理療法室 44 0 0 0 0 ｎ
ｖ
Л
仕

5.病児病後児保育室 10 0 0 0 0

6.母子家庭子育て支援室
う
０

う
ι 0 0 0

Ｅ
υ

7,緊急保護 (母子)室 う
０
ハ
υ 4 0 0 l 104

8.事務室
ｎ
υ 1 0 0 2 223

9.休憩室 30 1 0 0 0
●
乙
う
０

10.職員更衣室
Ｅ
υ 7 1 0 1 63
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「本国」部分におけるその他の設備 (自由記述分)の必要度の状況 (間 4.3)

その他の設備
(自由記述分)

1.必要

2.どちらか
といえば必
‐ 要
&どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要 |

5.不要 総数

相談室
■
■

う
０ 0 0 0

亡
０
Ｅ
υ

倉庫
´
υ
Ｅ
Ｕ 1 0・ 0 0 60

宿直室 、 45 1 0 0 1 48

事務室 38
０
‘ 2 0 1

公
υ
′
や

洗濯室
う
０
●
４ | 0 0 33

その他 (通路、廊下、階段等) 30 4 0 0 0 ｒ
υ
う
０

応接室
ｎ
υ

う
‘ 0 0 0 13

会議室
ｎ
υ

う
ι 1 0 0 13

設備 (機械室tボイラ‐室等)
ｒ
υ
う
０
う
０ 38 4 2

●
ι

０
０
ハ
υ
′
叶

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。

「本国」部分におけるその他の設備の共有設備を有する施設数 (間 4.3)

:その他の設備 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

1:食堂 2 0.8

2.リ ビングルーム 1 0.4

3.シ ョー トステイ室 2 0.8

4.心理療法室 8
●
０

5.病児病後児保育室
“
守

6:母子家庭子育て支援室 0 0.0

7.緊急保護 (母子)室
う
０

8.事務室
０
０

Ｅ
υ

７
′

9.休憩室 2 0.8

10.職員更衣室 2.5
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「本国」部分におけるその他の設備 (自 由記述分)の共有設備を有する施設数 (間 4.3)

その他の設備
(自 由記述分 )

施設数
全施設数
に対する
害J合 (%)

相談室
Ｅ
υ

●
ι

倉庫 3
●
乙

宿直室
０
乙 0.8

事務室
り
０

り
ι

洗濯室 8
う
０

その他 (通路、廊下、階段等)
う
０ 5.4

応接室 1 0.4

会議室 1 0.4

設備 (機械室tポイラー室等) 3
●
乙

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。

⑦間4.4施設の敷地面積や基本設備等の状況
<「小規模分園型 (サテライト型)母子生活支援施設」部分>
「小規模分園型 (サテライ ト型)母子生活支援施設」部分における敷地面積や基本設備等の状況 (間 4.4)

基本的な設備等 施設数 分園数 平均 標準偏差

敷地面積 (ボ ) 10 3,440 8,371

建築面積 (ポ ) 9 378 228

延べ床面積 (耐 ) 7 7 696

母子室 (r) “
■

台所 (r) 2 2

浴室 (ヶ所 ) 2 1

便所 (ヶ所 ) 4 4 12

※無回答施設を除いた集計。

※台所、浴室、便所は母子室内のものを除く。

「小規模分園型 (サテライ ト型)母子生活支援施設」部分における敷地面積階級別の分園数 (問 4.4)

面積 分園数 構成比 (%)

～250ぷ 2 0.8

251-500h`

501-750nド 4

751-1000ポ 0 0.0

1001～ 耐 1 0.4

無回答
０
４

合計 241 100.0
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「小規模分園型 (サテライト型)母子生活支援施設」部分における建築面積階級別の分園数 (間 4.4)

面積 分園数 構成比 (%)

-200nバ 0.8

201-400雨 4

401rじ 600甫 1 0.4

601-300r 2 0.8

無回答 232

合計 241 100.0

「小規模分園型 (サテライ ト型)母子生活支援施設」

面積 分園数 構成比 (%)

～200ぷ 1 0.4

201ん400ボ 1 0.4

401～600扇 2 0.3

601-800nf 1 0.4

801-1000nr 1 0.4

1001～ 耐 1 0.4

無回答 234

合計 241 100.0

部分における延べ床面積階級別の分園数 (間4.4)

「小規模分園型 (サテライ ト型)母子生活支援施設」部分におけるその他の設備の床面積の状況 (間 4.4)

その他の設備 施設数 分園数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(ぷ )

標準偏差

1.食堂 0 0 0 0 0

2.リ ビングル■ム 1 1 2
■
■ 0.0

「小規模分園型 (サテライ ト型)母子生活支援施設」部分における

その他の設備 (自 由記述分)の床面積の状況 (間 4.4)

その他の設備
(自 由記述分)

施設数 分園数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(耐 )

標準偏差

事務室 6 6 26.0 6.1

学習室
●
４

う
ι 2 ０

乙
“
■ 3.0

集会室 1 1 46.0 0.0

倉庫 1 1 4 0.0

乳幼児室 1 1 1 42.3 0.0
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③問5各居室における面積、部屋の数、居室設備等の状況

居室における居室面積、定員数、入所者数など (問 5)

ケア形態 施設数

1室当り居室面積 1室当り部屋の数 1室当り居室定員数 1室当り入所者数
居室定員数当り居室

面積

均
室
平
” 標準偏差

平均
(人 /室 )

標準偏差
平均
(人 /室 )

標準偏差
平均
(人/室 )

標準偏差
平均
(ボ/人 )

標準偏差

本国 〈大合、中舎、小舎) 225

小規模分園型
(サテライ ト型)
母子生活支援施設

9 1 7

※居室面積には居室内の専用部分 (トイレ・浴室等)は含まれていない。

居室設備 (間 5)

居室設備
本国

小規模分園型
,

(サテライト型)
母子生活支援施設

居室数 構成比 (%) 居室数 構成比 (%)

1.台所のみ 620 17.6 1 2.2

2.浴室のみ 0 0.0 0 0.0

3.便所のみ
Ｏ
υ 0.3 0 0.0

4.台所と浴室 0 0.0 0 0.0

5.台所と便所 900 25.6
ハ
υ 0.0

6.浴室と便所 0.5
ハ
υ 0.0

7.台所と浴室と便所 1,855 52.7 44 97.8

8.いずれも設置なし
Ｏ
ι 0.8

ハ
υ 0.0

無回答
ｎ
υ
０
０

Ｅ
υ

う
４

ハ
υ 0.0

総数 3,519 100.0 〓
υ
′
■ 100.0

母親の年齢区分 (問 5)

母親の年齢区分
本園

小規模分園型
(サテライ ト型 )
母子生活支援施設

居室数 構成比 (D 居室数 構成比 (%)

1.20歳未満
７
′
う
０ 0 0.0

2.20～ 29歳 684 19.4 20.0

3.30～ 39歳 1,675 47.6 42.2

4.40～ 49歳 ｎ
ｖ
０
４ 26.4 17.8

5.50～ 59歳 ●
０
う
０

０
０ 1 2.2

6.60歳以上 8 0.2
ハ
υ 0.0

無口答
う
０
こ
υ

Ｅ
０

０
０ 17.8

総数 3,519 100.0 45 100.0
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